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関 係 法 令 

 

◆ 社会教育法（抄）（昭和二十四年六月十日法律第二百七号） 

 

（社会教育主事及び社会教育主事補の設置）  

第九条の二 都道府県及び市町村の教育委員会の事務局に、社会教育主事を置く。  

２ 都道府県及び市町村の教育委員会の事務局に、社会教育主事補を置くことができる。 

 

（社会教育主事及び社会教育主事補の職務）  

第九条の三 社会教育主事は、社会教育を行う者に専門的技術的な助言と指導を与える。ただ

し、命令及び監督をしてはならない。  

２ 社会教育主事は、学校が社会教育関係団体、地域住民その他の関係者の協力を得て教育活

動を行う場合には、その求めに応じて、必要な助言を行うことができる。  

３ 社会教育主事補は、社会教育主事の職務を助ける。  

 

（社会教育主事の資格）  

第九条の四 次の各号のいずれかに該当する者は、社会教育主事となる資格を有する。  

一 大学に二年以上在学して六十二単位以上を修得し、又は高等専門学校を卒業し、かつ、次

に掲げる期間を通算した期間が三年以上になる者で、次条の規定による社会教育主事の講習

を修了したもの 

 イ 社会教育主事補の職にあつた期間 

ロ 官公署、学校、社会教育施設又は社会教育関係団体における職で司書、学芸員その他の

社会教育主事補の職と同等以上の職として文部科学大臣の指定するものにあつた期間 

ハ 官公署、学校、社会教育施設又は社会教育関係団体が実施する社会教育に関係のある事

業における業務であつて、社会教育主事として必要な知識又は技能の習得に資するものと

して文部科学大臣が指定するものに従事した期間（イ又はロに掲げる期間に該当する期間

を除く。） 

二 教育職員の普通免許状を有し、かつ、五年以上文部科学大臣の指定する教育に関する職に

あつた者で、次条の規定による社会教育主事の講習を修了したもの  

三 大学に二年以上在学して、六十二単位以上を修得し、かつ、大学において文部科学省令で

定める社会教育に関する科目の単位を修得した者で、第一号イからハまでに掲げる期間を通

算した期間が一年以上になるもの  

四 次条の規定による社会教育主事の講習を修了した者（第一号及び第二号に掲げる者を除

く。）で、社会教育に関する専門的事項について前三号に掲げる者に相当する教養と経験が

あると都道府県の教育委員会が認定したもの  

 

（社会教育主事の講習）  

第九条の五 社会教育主事の講習は、文部科学大臣の委嘱を受けた大学その他の教育機関が行

う。  

２ 受講資格その他社会教育主事の講習に関し必要な事項は、文部科学省令で定める。  
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（社会教育主事及び社会教育主事補の研修）  

第九条の六 社会教育主事及び社会教育主事補の研修は、任命権者が行うもののほか、文部科

学大臣及び都道府県が行う。 

 

 

 

◆ 社会教育主事講習等規程（抄）（昭和二十六年文部省令第十二号） 

 

（単位の計算方法） 

第六条 講習における単位の計算方法は、大学設置基準（昭和三十一年文部省令第二十八号）

第二十一条第二項各号及び大学通信教育設置基準（昭和五十六年文部省令第三十三号）第五

条第一項第三号に定める基準によるものとする。 

 

（単位修得の認定） 

第七条 単位修得の認定は、講習を行う大学その他の教育機関が試験、論文、報告書その他に

よる成績審査に合格した受講者に対して行う。 

２ 講習を行う大学その他の教育機関は、受講者がすでに大学において第三条の規定により受

講者が修得すべき科目に相当する科目の単位を修得している場合には、その単位修得をもつ

て同条の規定により受講者が修得すべき科目の単位を修得したものと認定することができ

る。 

３ 講習を行う大学その他の教育機関は、受講者が、文部科学大臣が別に定める学修で、第三

条に規定する科目の履修に相当するものを行つている場合には、当該学修を当該科目の履修

とみなし、当該科目の単位の認定をすることができる。 

 

（修了証書の授与） 

第八条 講習を行う大学その他の教育機関の長は、第三条の規定により九単位以上の単位を修

得した者に対して、講習の修了証書を与えるものとする。 

２ 講習を行う大学その他の教育機関の長は、前項の規定により修了証書を与えたときは、修

了者の氏名等を文部科学大臣に報告しなければならない。 

 

（講習の委嘱） 

第八条の二 法第九条の五第一項の規定により文部科学大臣が大学その他の教育機関に講習を

委嘱する場合には、その職員組織、施設及び設備の状況並びに受講者に係る地域の状況等を

勘案し、講習を委嘱するのに適当と認められるものについて、講習の科目、期間その他必要

な事項を指定して行うものとする。 
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◆ 大学設置基準（抄）(昭和三十一年十月二十二日文部省令第二十八号) 

 

（教育課程の編成方針） 

第十九条 大学は、当該大学、学部及び学科又は課程等の教育上の目的を達成するために必要

な授業科目を自ら開設し、体系的に教育課程を編成するものとする。 

２ 教育課程の編成に当たつては、大学は、学部等の専攻に係る専門の学芸を教授するととも

に、幅広く深い教養及び総合的な判断力を培い、豊かな人間性を涵養するよう適切に配慮し

なければならない。 

 

（教育課程の編成方法） 

第二十条 教育課程は、各授業科目を必修科目、選択科目及び自由科目に分け、これを各年次

に配当して編成するものとする。 

 

(単位) 

第二十一条 各授業科目の単位数は、大学において定めるものとする。 

２ 前項の単位数を定めるに当たつては、一単位の授業科目を四十五時間の学修を必要とする

内容をもつて構成することを標準とし、授業の方法に応じ、当該授業による教育効果、授業

時間外に必要な学修等を考慮して、次の基準により単位数を計算するものとする。 

一 講義及び演習については、十五時間から三十時間までの範囲で大学が定める時間の授業を

もつて一単位とする。 

二 実験、実習及び実技については、三十時間から四十五時間までの範囲で大学が定める時間

の授業をもつて一単位とする。ただし、芸術等の分野における個人指導による実技の授業に

ついては、大学が定める時間の授業をもつて一単位とすることができる。 

三 一の授業科目について、講義、演習、実験、実習又は実技のうち二以上の方法の併用によ

り行う場合については、その組み合わせに応じ、前二号に規定する基準を考慮して大学が定

める時間の授業をもつて一単位とする。 

 

 

◆ 大学通信教育設置基準（抄）（昭和五十六年文部省令第三十三号）  

 

（単位の計算方法） 

第五条 各授業科目の単位数は、一単位の授業科目を四十五時間の学修を必要とする内容をも

つて構成することを標準とし、次の基準により計算するものとする。 

一 印刷教材等による授業については、四十五時間の学修を必要とする印刷教材等の学修をも

つて一単位とする。 

二 放送授業については、十五時間の放送授業をもつて一単位とする。 

三 面接授業及びメディアを利用して行う授業については、大学設置基準第二十一条第二項各

号の定めるところによる。 

 

 


